１１．１８道本部統一行動日　メッセージ

2010賃金確定闘争は、11月18日、最大の山場を迎えた。今年の人事院勧告は２年連続のマイナス改定と、一時金の0.2月の引き下げ、さらに、年間給与の制度調整や高年齢層職員の定率削減の実施の有無をめぐって、全道各地で交渉が繰り広げられた。

　道内の各自治体において、特例条例による独自削減が５割にも及んでおり、さらに２年連続のマイナス勧告や一時金の削減という事態を受けて、自治労北海道本部は、組合員の生活を守り改善するために、組織の総力をあげてたたかいぬく闘争方針を確認してきた。

　今年の場合は特に国家公務員の人件費問題をめぐって、「人事院勧告の深掘り」議論が出されるなど、閣議決定期の取り組みは極めて不透明な情勢で推移した。道本部としては、自治労本部や公務員連絡会に結集を強め、内閣官房長官や総務大臣への大型はがき行動や北海道選出衆参両院議員に対する人勧の完全実施を求める緊急要請行動を10月に取り組んだ。結果として、勧告の取扱いと「総人件費抑制議論」は別物として取り扱うこととし、11月１日に勧告完全実施の閣議決定、給与法改正案が提出され、11月17日衆議院本会議において成立し、参議院に付託された。
　各自治体の賃金確定闘争は、人勧の閣議決定が非常に遅れた中で取り組まれたが、全道各地域の単組の健闘により、例年以上の妥結結果を引き出しつつある。厳しい情勢を反映して、人勧どおりの改定により妥結せざるを得ない単組があったものの、一方では、独自削減を考慮させ、給料表の改定を見送らせることができた単組は16自治体、また、一時金の改定を見送らせることができた単組は15自治体、さらに、年間給与の制度調整を実施させない単組が42自治体、そして、給与制度上非常に問題のある56歳以上の給与等1.5％削減については29単組が見送らせることができている（11月18日午前現在）。それぞれの自治体の事情を踏まえつつ、組合員の生活を守る回答を引き出している。現時点で未解決単組は、全道の各単組の取り組みとともに、ひとつでも二つでも前進回答をめざし、さらに交渉を進めよう。
　今後、2010賃金確定闘争の総括を進め、交渉により成果を得られなかった単組においては、引き続く、2011春闘期の取り組みでさらに強力な闘争態勢を整え、取り組みを進める必要がある。また、成果があった単組においては、目前に迫った協約締結権の回復と人勧制度の廃止を展望して、要求・交渉・妥結のサイクルを確立させ、さらなる交渉力の強化と強固な単組づくりを進めていこう。
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